　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　南山苑在宅介護支援センター　　　　職　種　看護師　　　　氏　名　村本　順子

	期　　間　　平成　20年　6月　2日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会総会・研修会

	出 張 先　青森市　ウェディングプラザ　アラスカ

	


考察

　

　八戸市は包括支援センター1箇所、ブランチ在介10箇所の体制をとっている。当法人は西地区を担当しているが、日常生活圏域が広くなかなか回りきれていないのが現状である。しかし、長年の積み重ねができている地域では、総合相談窓口としての役割や、住民向けの介護予防啓発活動に

おいて、機能できてきている。ブランチ在介として3年目を迎える今年は、住民の組織化支援いわゆる見守りネットワーク構築を目指している。今後、年間を通して目的意識を持って活動し、ネットワーク構築達成を行いたい。また、住民の方が安心して相談できるように、関係各所との連携を強め、「ワンストップ機能」が果たせるように、自己向上意欲を持って取り組みたい。目に見える形で在宅介護支援センターとしての実績をアピールして、市や、住民から信頼されるセンターを目指したい。

Ⅰ、Ｈ20年度青森地域包括･在宅介護支援センター協議会総会

　

　１、青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会長挨拶　　坂本　美洋　氏

　

２、来賓祝辞

　　　　県健康福祉部長　(代理　大池課長)

　　　　県医師会会長　（代理　副会長　村上氏）

　　　　県社会福祉協議会会長　吉原氏

３、審議

　　　①平成１９年度事業報告及び収入支出予算について

　　　②平成２０年度事業計画及び収入支出予算について

　　　③会則の一部改正について

　　　　　組織力強化を図る目的で、顧問・相談役をおくことと総会の議決で決定した。

　　　④役員の改選について

　　　　　Ｈ１９年度の役員が留任の形で承認された。

会長　　　　坂本　美洋　氏　(見心園在宅介護支援センター)

　　　　　　第１副会長　棟方　光秀　氏　(鶴松園在宅介護支援センター)

　　　　　　第2副会長　斉藤　淳　　氏　(三沢介護支援センター)　　

　　　　　　監事　　　　高坂　喜代道氏　(在宅介護支援センターじゅえい)　　　

　　　　　　監事　　　　赤平　光定　氏　(十和田市地域包括支援センター)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅱ、Ｈ20年度青森地域包括･在宅介護支援センター協議会研修会

　

1、 行政説明「青森県の高齢者施策について」　　青森県健康福祉部高齢福祉保険課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副参事　森田　眞司

　以下の項目について、資料を用いて説明があった。

1 いきいき健康サポート事業について

　　　地域における仲間つくりの中心となる「いきいき健康サポーター」を養成し、その

活動を支援するとともに、県内全市町村に設置されている、地域包括支援センター１箇所当たり４名以上のサポーターの養成を昨年に引き続き行う。

2 介護予防市町村支援事業について

　　　人材の育成や介護予防関連事業の事業評価などを行うことにより、市町村で効果的な介護予防事業が実施できるよう支援。

3 地域包括支援センターについて

　　　センター機能を十分発揮できる体制整備を図るため、支援会合の開催や職員研修などを前年度に引き続き実施。

4 認知症予防・高齢者虐待防止普及促進事業について

　　　市町村に対して認知症予防事業の普及促進を図り、要介護・要支援者の減少と介護度の重症化防止を図るための事業と高齢者虐待防止に関する専門相談・支援体制の構築を推進。

5 高齢者虐待対策の推進について

Ｈ２０年度は「高齢者虐待防止法など総合支援事業」として、高齢者虐待の対応の手引きの作成、市町村などにおける高齢者虐待対応専門員の養成、また、高齢者虐待防止など権利擁護に関する普及･啓発の強化及び相談･支援事例の紹介・普及ならびにシンポジウムや事例報告会の開催を行う。

Ｈ１９年度の虐待通報件数　１２９件

　　　　　　　　認定件数　５８件

2、 公演「古語の地域包括･在宅介護支援センターのあり方について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国地域包括・在宅介護支援センター協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　　林　　芳繁

　　　全国地域包括支援･在宅介護支援センター協議会の活動について説明

　　

①「地域包括支援センター職員研修」委託先拡大と本会の活動について

　　　　　　各都道府県及び指定都市が長寿社会開発センターに委託実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　委託先拡大

　　　　　　　　　　要求

　　　

改正通知

都道府県･指定都市地域包括･在宅介護支援センター協議会が受託可能となった。

　②地域包括支援センターの安定的な運営・地域における相談体制などの整備促進について

· 厚労省から事務連絡を各都道府県介護保険担当部にお願いした。

1） 未設置市町村に対するセンター配置の支援について

2） センターの適切な体制整備について

3） センターの業務全般を効果的に推進するための在宅介護支援センターな

　どの活用について


4） 運営協議会との連携強化について

3、 在宅介護支援センターの調査結果のまとめ

①動向　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　

　　　　　　　　　　　　　　＊ただし、活動中の事業所も廃止意向があり最終的に3割が廃止。

②廃止理由　　　行政からの指導

　　　　　　　　　　　補助金の廃止

　　　③財源　　　　　ブランチの場合は280万円以下のところが半数。自法人で持ち出し

　　　　　　　　　　をしている割合はブランチは２０％、平均220万円。

　　

　　　④活動状況　　　母体施設があることによって、相談の受け皿が出来上がっており、自らの

　　　　　　　　　　法人の能力で持って24時間、365日の体制が保たれている。

４、まとめ

　　　　国民が政策などに翻弄されている。←在宅介護支援センターの役割は重要。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合相談

　

· 健康相談

· 自殺防止

· 高齢者者虐待防止

· 医療・福祉などの情報提供

· 必要時専門機関へつなげる「ワンストップ機能」

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　今後も在宅介護支援センターの重要性を国に訴えていく

質疑応答　

1、 休眠状態の在宅介護支援センターが活動を申し出た場合、市町村はどう考えるのか？

Ａ、反応はまちまちであるが、捕助金のない委託契約をしているところはある。申請をして首長や担当者に申し出てみてはどうか。

　

2、 居宅介護支援事業所との関係はどうなるか？障害・育児支援なども入ってくるとどうなっていくのか？

　Ａ、在介に併設された居宅については今後検討課題である。障害者支援センターとの兼ね合いも出てくる。認知症対策（厚労省計画化）から在介に予算が取れないかなども検討中。



















C.E.O.





I.O.O.





A.O.M.





3/4継続


　　　25％　地域包括支援センター


　　　25％　ブランチ在介


　　　5％　　サブブランチ


　　　18％　単独型　





1/4　　廃止





Ｈ１６年４月協議会に


加入していた在宅介護支援センター





・地域の事情に応じて十分な実績のある在宅介護支援センターに相談対応業務を連携のもと実施させること。


適切な額を協力費・委託費として支出する必要がある。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と　明記された。











